3.4 産業廃棄物処理施設の稼働等の計画
3.4.1 主たる事業の内容等

「資源循環型社会」を構築するためには、リデュース（排出抑制）・リユース（再使用）を優先とすることが重要となるが、現実に発生する廃棄物についてはリサイクル（再利用）を推進しなければならない。

当社は廃棄物からの資源回収を徹底推進するため、分別収集に取り組み、かつ中間処理施設（リサイクル施設）の充実を図ってきた。ただし、リサイクルのために無駄なエネルギーを消費し、かえって環境に負荷を与えてはリサイクルの意義が問われることとなる。

よって、本最終処分場は、可能な限りリサイクルを行った結果、これ以上分別出来ない混合廃棄物（廃プラスチック類、木くず、ガラスくず、がれき類、紙くず、繊維くず、ゴムくず、金属くず）を主に受け入れ、その他に燃え殻、汚泥（無機性汚泥に限る。）、鉱さい、令13号廃棄物（ｺﾝｸﾘｰﾄ固型化物に限る。）を受け入れるものとする。（以上の産業廃棄物12品目については、石綿含有産業廃棄物を含む。）

また、汚染土壌の処理に関しては、掘削除去による処理が多く実施されているとともに、汚染土壌の不適正な処理が顕在化している。これらの不適正な処理を防止し、環境リスクを低減するためには、汚染土壌を適正に処理できる施設が必要である。

本計画は、既許可区域の北西側に隣接する敷地と既許可区域内の北西側の敷地を利用し、最終処分場の拡張（埋立面積と埋立容量等の変更）を行うものである。

埋立期間中の環境への影響を配慮するだけに留まらず、跡地利用も見据えており、本最終処分場の近隣で既に地域貢献に寄与していると自負している自社最終処分場跡地と合わせ、更なる地域貢献が可能となり、ひいては最終処分場のイメージアップにさらに寄与できるものと考えている。

以上のことから、当社が設置を目指す最終処分場は、

1）保管処理機能：最終処分場の新規開設が稀で残余容量が逼迫している中、計画埋立容量に対する容量を確保する。

2）環境保全機能：構造基準に適合した施設として、遮水工による地下水汚染防止、排水基準よりかなり厳しい管理基準値以下に処理する水処理施設による水質汚濁防止等の機能を有する。
3）地域還元機能：本施設で従事する人材確保は地域雇用に繋がり、埋立終了後は植林し、「森林憩いのエリア」として、ビオトープ・自然学習林など憩いと学習を目的とした空間を創出することで地域還元施設としての機能を発揮する。
という、３つの機能を備えた管理型最終処分場とする。
3.4.2 産業廃棄物処理施設の概要

（1） 主要な設備・機器の概要

最終処分場を構成する施設は図3-2に示すとおりである。

なお、最終処分場（増設区域）の増設により、既許可区域の浸出水処理施設及び浸出水調整槽を廃止し、既許可区域の最終処分場の浸出水は、増設区域の浸出水とは別に浸出水集水管（無孔管φ300）を設けて、新設の浸出水調整槽①（既許可区域の専用調整槽）へ送水し、増設区域の最終処分場の浸出水と併せて処理する計画である。

このため、変更後の浸出水処理施設の処理能力は、既許可区域の施設能力50m3/日と増設区域に対する処理能力200m3/日を合算した250m3/日とする。

既許可区域では、浸出水を処分場内で内部貯留することを前提に、処理能力を50m3/日とした。今回、増設区域における水処理施設の処理能力及び浸出水調整槽容量の設計にあたっては、浸出水の水質悪化や浸出水集排水管へのカルシウムスケールの付着量の増大などが懸念されることから、処分場内での浸出水の内部貯留を考慮していない。

ただし、近年各地でゲリラ豪雨などの集中豪雨が多数発生していること、本事業計画地においても過去に例のない集中豪雨が起こらないとはいえないこと、これらのことから不測の事態においては、水処理能力に余裕を持った設計としているものの、やむを得ず浸出水を処分場内に内部貯留する場合がある。

また、既許可区域の断面等の変更はない
これらの施設の各図面は、別冊図面集に示すとおりである。

（2） 業種

業種：産業廃棄物埋立処分業、汚染土壌処理業（埋立処理）
（3） 作業工程

最終処分場の増設に係る建設工事から埋立終了までの施工工程表は表3-3に示すとおりである。

また、埋立期間中は、３台の重機（ブルドーザ１台、油圧ショベル２台）により、敷き均しと転圧を行い覆土して、日々の作業を終了する。
[image: image1.wmf]事業計画地

高石市

大阪湾

堺市

至西宮

助松IC

泉大津市

忠岡町

和泉市

堺市

岸和田市

貝塚市

泉南郡

熊取町

至泉佐野

和泉市

岸和田和泉IC

堺泉北道路

至

松

原

大阪外環状線170号�

阪和自動車道

市

道

唐

国

久

井

線

阪

神

高

速

４

号

湾

岸

線

阪和自動車道

阪

和

自

動

車

道

松

尾

山

農

道

　　　　：ルート�@

　　　　：ルート�A

　　　　：ルート�B

<凡例>


図3-2  最終処分場の施設構成
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期　間

1

準備工事

20日

2

伐採工事

20日

3

土工事

8.5ヶ月�

4

法面工事

5.0ヶ月�

5

第1調整池築造工事�

2.0ヶ月�

6

第2調整池築造工事�

2.0ヶ月�

7

浸出水調整槽築造工事

2.5ヶ月�

8

水処理施設築造工事

2.0ヶ月�

9

水処理施設設備工事

2.0ヶ月�

10

既設水処理施設から新規水処理施設

への導水管仮設切替工事

1.0ヶ月�

11

既設設備解体工事

（水処理施設・調整池）

1.0ヶ月�

12

遮水工事

4.0ヶ月�

13

地下水集排水管敷設工事

1.5ヶ月�

14

浸出水集排水管敷設工事

1.0ヶ月�

15

植栽工事

段階施工

16

産業廃棄物及び汚染土壌搬入・埋立

8ヶ月�

1ヶ月�

2ヶ月�

3ヶ月�

4ヶ月�

13ヶ月

14ヶ月

9ヶ月�

10ヶ月

11ヶ月

12ヶ月

5ヶ月�

6ヶ月�

7ヶ月�

表3-3  施工工程表
3.4.3 処理する廃棄物等の具体的な名称（組成）とその量、性状

処理する廃棄物等（以下、「産業廃棄物及び汚染土壌」をいう。）の種類（土砂含む）とその量、性状については、表3-4(1)に示すとおりであり、建設廃材の中間処理後の残渣が主である。

汚染土壌については、土壌汚染対策法に基づく特定有害物質(25物質)に関する指定基準(土壌溶出量基準又は土壌含有量基準)を超過した土壌を受け入れる。ただし、第二溶出量基準に適合しない土壌は受け入れない。

また、廃棄物等受入容量及び受入予定年数については、表3-4(2)に示すとおりである。
表3-4(1)  処理する廃棄物等の内容等
	廃棄物等の種類
（土砂含む）
	廃棄物等

の性状
	予定割合（体積比率：％）

	
	
	増設区域
	既許可区域

	産

業

廃

棄

物
	廃プラスチック類
	固形状
	4
	29

	
	木くず
	
	1
	4

	
	ガラスくず
	
	9
	18

	
	がれき類
	
	20
	39

	
	紙くず
	
	2
	1

	
	繊維くず
	
	0.06※
	1

	
	ゴムくず
	
	0.01※
	0.01※

	
	金属くず
	
	1
	1

	
	汚泥（無機性汚泥に限る。）
	
	26
	－

	
	燃え殻
	
	2
	－

	
	鉱さい
	
	1
	－

	
	令13号廃棄物

（ｺﾝｸﾘｰﾄ固型化物に限る。）
	
	0.05※
	 －

	汚染土壌
	
	34
	7

	合　　計
	100
	100


注) 1.予定割合（体積比率）は、当社処分場の搬入実績等から想定した。
2.繊維くず、ゴムくず及び令13号廃棄物の割合（表中の※）は、扱う量が少量であることから小数第二位（％）まで表示している。その関係で、割合（体積比率）の合計は100％を超える。

3.産業廃棄物の種類には、石綿含有産業廃棄物を含む。

4.令13号廃棄物とは、産業廃棄物を処分するために処理したもの（コンクリート固型化物等）であって、処理前の産業廃棄物に該当しないものをいう。

5.汚染土壌は、第二溶出量基準に適合していることが確認されたもののみを受け入れる。

表3-4(2)  廃棄物等受入容量及び受入予定年数
	項　　目
	受入容量又は予定年数

	
	増設区域
	既許可区域
	合　計

	廃棄物等受入容量(千m3)　(①－②)
	644
	419
	1,063

	
	①埋立容量(千m3)
	754
	　619
	1,373

	
	②貯留小堤及び覆土の量(千m3)
	110
	　200
	310

	廃棄物等受入予定年数（年）
	5
	　10
	15


3.4.4 産業廃棄物処理施設の稼働等の計画

（1） 稼働時間　（変更なし）
9：00～17：00（８時間稼働／日）
（2） 休止日及び季節的な変動の有無　（変更なし）
稼働日数：約300日／年

休　止　日：日曜日、夏期・年末年始等休日

季節的変動：なし
3.4.5 廃棄物等の保管及び搬出入の計画

（1） 廃棄物等の保管

最終処分場においては、廃棄物等の搬入後は直ちに埋め立てるため、保管は行わない。

（2） 廃棄物等の搬出入

増設区域への廃棄物等運搬車両の搬入台数（片道台数）は、通常時で大型車65台/日であり、時刻別の搬入台数は表3-5に示すとおりである。
ただし、天候事情等により、運搬計画に大幅な遅れが生じた場合にあっては、やむを得ず搬入台数を増加させることになるが、このような場合でも表3-5に示すとおり、日当り最大90台以下とする計画である。
また、増設区域の埋立作業は、平井第8工区の埋立作業が終了後に行う計画である。

この他、水処理施設の脱水過程を経た脱水汚泥は、和泉市テクノステージ内の関連会社にて処分を行う。なお、脱水汚泥発生量は約1m3/日、４ｔコンテナ車で週1回程度の搬出である。

廃棄物等運搬車両については、当社フロントサービスセンターより、各工場に搬入台数や出発時刻等の指示を出し、特定の日や時間帯に運搬車両が集中しないように運行指定を行うものとする。

廃棄物等運搬車両の走行ルートは、図3-3(1)及び(2)に示すとおりである。

なお、既許可区域の最終処分場は廃棄物の埋立を終了していることから、廃棄物等運搬車両の搬入はない。また、最終覆土・盛土用の土砂については、現場付近の土砂を用いる計画であるため、車両による外部からの運搬は行わない。
表3-5　廃棄物等運搬車両の搬入台数注1)
	時間帯

車両
台数
	時　期注2)

	9：00
～
10：00
	10：00
～
11：00
	11：00
～
12：00
	12：00
～
13：00
	13：00
～
14：00
	14：00
～
15：00
	15：00
～
16：00
	16：00
～
17：00
	合計

	大型車搬入量（台／時）
通常
	変更前注3)
	2
	2
	2
	0
	2
	1
	2
	2
	13台/日

	
	変更後
	8
	8
	9
	8
	9
	8
	8
	7
	65台/日

	大型車搬入量（台／時）
最大
	変更前注3)
	7
	7
	7
	0
	7
	8
	7
	7
	50台/日

	
	変更後
	11
	11
	12
	 11
	12
	11
	11
	11
	90台/日


注1）片道分の車両台数である。
2）廃棄物等運搬車両の搬入台数は、変更後が増設区域への搬入台数、変更前が既許可区域への搬入台数を示す。

3）既許可区域については、既に廃棄物の埋立を終了していることから、廃棄物等運搬車両による搬入はない。
[image: image3.wmf]：盛土堤、重力式擁壁（別冊 図面集　図1-1(1)〜(2)参照）

埋立てられた廃棄物を安全に貯留する。

：集排水管網、集水ピット、送水管、調整槽

埋立層内の浸出水を速やかに集水し、処理施設に送る。

（変更内容）

・現在の浸出水処理施設の廃止に伴い、既許可区域からの浸出水を新設する

　浸出水処理施設へ送水するため浸出水集排水管を新設する。

・増設により浸出水集排水管を新設する。

（別冊 図面集　図2-1(1)、図2-2(1)〜(2)参照）

・現在の調整槽を廃止し、調整槽を新設する。

（別冊 図面集　図2-3(1)〜(3)参照）

：水処理施設 （別冊 図面集　図3-1(1)〜(2),図3-2(1)〜(2)参照）�

浸出水を放流水質まで浄化する。

（変更内容）

・現在の浸出水処理施設を廃止し、浸出水を新設の浸出水処理施設で浄化する。

・処理能力を50m3/日から250m3/日に変更する。j

（別冊 図面集　図3-1(1)〜(2),図3-2(1)〜(2)参照））

：雨水集排水路(溝)、調整池（別冊 図面集　図4-1参照））

埋立地周辺の降雨は、埋立地内に流入させない。また、埋立地内の

降雨のうち、埋立前の法面側溝のみ雨水として分離する。

（変更内容）

・雨水集排水管を新設する。

・現在の調整池を廃止し、平井第6-2工区及び新設の調整池で流量を調整し、下流域へ放流する。�

（別冊 図面集　図4-2(1)〜(2),4-4(1)〜(3),4-5(1)〜(2),4-6(1)〜(4)参照）

遮水シートを敷設することにより、浸出水による地下水汚染を防止する。

（変更内容）

・処分場の増設に伴い、新たに遮水シートを布設する。

（別冊 図面集　図4-2(1)〜(2)参照）

：地下水集排水管

遮水工に揚圧力が働いて、破損するのを防ぐ。

（変更内容）

・地下水集排水管を新設する。（別冊 図面集　図2-1(1)、図2-2(1)〜(2)参照）

：竪型集水管、ガス抜き孔

地中を好気環境に保ち、悪臭ガスの発生を抑制する。 B

（変更内容）

・竪型集水管、ガス抜き孔を新設する。（別冊 図面集　図2-1(1)参照）B

：トラックスケール、管理事務所

搬入廃棄物の計量・検査及びマニフェストの管理を行う。

（変更内容）

・現在のトラックスケール等を増設区域内に移設する。

：観測井 （別冊 図面集　図4-7参照）�

地下水水質モニタリングのための井戸。

（変更内容）

・現在の地下水観測井（下流）を廃止し、新たに下流側に地下水観測井を新設する。

（別冊 図面集　図4-7参照）

処分場内の道路、乾式洗車場（タイヤの泥落とし）

処分場内を移動するための道路、場内車両の付着物を除去する施設。

（変更内容）

・現在の乾式洗車場を増設区域内に移設する。
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廃棄物を搬入するための外部の道路。

廃棄物の飛散防止のためのフェンス等。

風による粉じんの飛散防止の機能を有する。

：立札、門扉、囲障設備、防火設備

　防災設備（防災調整池、砂防施設、地すべり防止施設）

最終処分場運営に必要な立て札、門扉、囲障施設及び防火、防災に備えた施設。

：２重線で囲った施設及び設備については、今回の計画により変更となるものである。
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図3-3(1)  廃棄物等運搬車両の走行ルート（広域図）
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搬入ルート図
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図3-3(2) 廃棄物等運搬車両の走行ルート（事業計画地拡大図）
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